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1 はじめに

日本における鉄筋コンクリート (RC)建物において

は従来、基本的には許容応力度法を使用して強度に依存

する設計が為されてきた。必然的に柱断面が大きくなる

ため、柱と梁との交差部分 (柱 梁接合部と呼ぶ)が地

震時にせん断破壊した例はほとんど見られなかった。そ

のため柱 梁接合部は従来、特別に設計されることなく

見過ごされてきた。1981年の新耐震設計法の施行以降

は、部材の終局強度に依存じ豊かな変形性能を発揮する

ことによって地震動に抵抗するような設計 (終局強度設

計と呼ぶ)が意識的に行なわれるようになった。終局強

度設計では柱 梁部材や耐震壁の曲げ、せん断および付

着割裂強度を精度よく求めて、梁端部の降伏を先行させ

る全体降伏機構を実現することが望まれる。さらに高強

度鉄筋や高強度コンクリートの使用も可能となった。こ

れらによつて従来よりも柱断面を小さくすることができ

るようになったが、その反面で柱 梁接合部に作用する

せん断応力度の増大をもたらした。これは、柱 梁部材

と比較して柱 梁接合部が骨組内の相対的な弱点となり

得ることを示唆する。

そこで1988年に日本建築学会から柱 梁接合部の耐

震設計規定 [1]が初めて提案された。そこでは、柱 梁

接合部の破壊の防止と柱 梁接合部の損傷に起因する顕

著な剛性低下およびスリップ性状の防止を目標として、

1)接合部入力せんBFT力の制限、

2)接合部横補強筋量の最小値、

3)梁 柱主筋の接合部内折り曲げ定着、
4)接合部内を通し配筋される梁 柱主筋の付着
についての規定が設けられた。

1995年の兵庫県南部地震において、30棟以上のRC建

物の柱 梁接合部がせん断力によつて重大な損傷を受け

る事態に至った 121。 倒壊したり層崩壊した建物ではそ

の引き金となった損傷部材を特定することが困難なため

表面には現われないが、柱 梁接合部のせん断破壊によ

って倒壊に至った建物もあったと推定される。

兵庫県南部地震後の1997年に日本建築学会から出版

ハ■7μ噸杉晰ゝつ。αを lA写ン■′

lヶ α″   猛 参 坂 ra7崚´

された「RC造建物の靭性保証型耐震設計指針 (案 )

同解説」131では柱 梁接合部に関する記述は大幅に改

訂され、新たな研究成果に基づいて接合部せん断強度

式、通し主筋の付着強度、折り曲げ主筋の定着強度など

が示されるとともに、梁降伏後の接合部せん断破壊を防

止することが設計目標に追加された。

以上が日本におけるRC柱・梁接合部の耐震設計法に

ついての経緯である。本論では最初に兵庫県南部地震で

見られた柱 梁接合部の被害について概観する。次に靭

性設計指針 (案 )131に おける柱 梁接合部の耐震設計

規定を簡単に紹介する。最後に柱 梁接合部の研究をめ

ぐる諸問題を提示する。

2 兵庫県南部地震での柱・梁接合部の被害状況

21被害の概要

兵庫県南部地震では新耐震設計法施行 (1981年 )以

前に設計されたRC建物の柱のせん断破壊が多数発生

し、それに伴う層崩壊の出現が社会に大きな衝撃を与え

た。これに対して、新耐震設計法に従って設計された

RC建物の被害はごく少なく、新耐震設計法の妥当性が

おおむね認められるに至っている。ただし日本において

従来はほとんど見られなかった柱 梁接合部パネルのせ

ん断損傷が、今回の地震ではかなり観察された (損傷例

を写真1に示す)。 そこでこの問題を調査検討するため

に本会の耐震問題検討小委員会内に接合部WG(主査 :

広沢雅也工学院大学教授)が設けられた。ここではその

報告書μlを基にして兵庫県南部地震での柱 梁接合部

の被害状況を以下に記す。

被害が報告された建物は48棟でそのほとんどは気象

庁震度階Ⅶの地域に建っていた。その用途は、不明の 3

棟を除いて共同住宅37棟、学校校舎 8棟でいずれも桁

行き方向は純フレームに近い建物であった。建設時期

は、不明な 8棟を除いて26棟が1980年以降の建設であ

った。建物の被災度区分は倒壊13棟、大破17棟、中破

18棟であったが、この判定は柱 梁接合部の損傷によ

って為されたものではないことに注意を要する。柱 梁

接合部の損傷度は判定のある18棟のうちVが 1棟、Ⅳ

が 3棟、Ⅲが 4棟、ⅡおよびIが各 5棟であつた。被害

の特徴として、柱芯と梁芯とが偏′亡ヽした接合部の被害が
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写真1 柱・梁接合部の地震被害の例

多く見られたこと、短辺方向が1～ 2スパンの外柱 梁

接合部の被害が顕著であったこと、などが挙げられる。

さらに詳細な検討を行なった 9棟の建物の結果から以

下が指摘された。

1)複数の階において多数の内柱 梁接合部 (1スパン

建物では外柱 梁接合部)が一様に顕著な被害を受け、

接合部の被害が最も著しい損傷となった建物が多い。

2)柱 梁接合部の損傷は比較的小さな変形下で生じた

ものと、梁降伏あるいは柱降伏の発生後の層間部材角

1/50以上の大変形下で生じたものに分類できる。

3)接合部のせん断余裕度 (接合部せん断強度に対する

梁 柱降伏時の接合部入力せん断力の比)が15以上と

かなり大きいにもかかわらず、損傷度Ⅲ～Vの被害を受

けた接合部が多い。偏′亡ヽ接合部ではねじれによるせん断

強度の低下を考慮する必要がある。

22柱・梁接合部の破壊と建物の耐震性能

柱 梁接合部が破壊した時の建物の耐震性能を評価す
るために、広沢 近藤はある層の柱 梁接合部が全てせ

ん断破壊したときのせん断力係数を用いることを提案し

た[21。 これはある階の全ての柱 梁接合部が同時にせ

ん断破壊したとして柱の反曲点を柱中央と仮定したとき

の層せん断力係数を、その層の地震層せん断力係数の分

布係如 ′で除して 1階の層せん断力係数に換算したもの

で、標準せん断力係数を10と したときの構造特性係数

Dsに対応するものである。そこで上述の 9棟の建物に

ついて柱 梁接合部せん断破壊時のベース シア係数C′

とせん断余裕度島 との関係を図1に示す。せん断余裕

度が15程度でCプも04程度でありながら、 3棟の建物で

は大変形に至る前に接合部のせん断破壊が発生した (▲

印の建物)。 またせん断余裕度は18と大きいが、C,が

024と小さかった建物では梁曲げ降伏後の大変形におい

て接合部が破壊しており、C,の値が小さい場合には柱

梁接合部の破壊を生じる可能性がある。学校建物90

棟の柱 梁接合部せん断破壊時のベース シア係数σ′

を調査した研究151では 3割以上の建物でCプ カ洵 3以下と

なり、柱 梁接合部の破壊を生じ得る建物が多いことを

指摘した。このような建物においては、柱部材や梁部材

00L
00

ヽ-    0

一

ノ

"

● :梁曲げ降伏前の接合部破壊

▲ :梁曲げ降伏前後の接合部破壊

△ :柱曲げ降伏後大変形での接合部破壊

○ :梁曲げ降伏後大変形での接合部破壊

一
〇

一
　

　̈

‐
05       10       15

接合部のせん断余裕度 SJ

図1 柱・梁接合部破壊時のベース・シア係数と
せん断余裕度との関係 14〕

07

６

５

４

３

２

１

０

０

０

０

０

０

０̈
輔
喜
ト
ハ

・
К
Ｉ
で
お
軍
締

(bl県立西宮高校 14〕

20



を補強するだけでは建物全体の耐震性能を向上させるこ

とができない点に注意すべきである。

3 柱・梁接合部の耐震設計規定

31接合部入力せん断力とせん断強度
RC骨組内の内柱 梁接合部周りの応力状態を図2に

示す。危険断面における柱 梁主筋の引張り 圧縮力が

付着作用あるいは定着作用によつて接合部内コンクリー

トに伝達され、柱 梁危険断面のコンクリート圧縮力も

また接合部内に伝達される。接合部パネルに入力される

水平せん断力ち は、例えば図のaa断面より上の自由

体での水平方向の力の釣り合いを考えることによって得

られる。

V,=Tr+C"r+C,r-V" … (la)

ここで、71:右側の梁危険断面における梁主筋の引張

り力、C。2、 σ`2:左側の梁危険断面におけるコンク

リー トの圧縮力と梁主筋の圧縮力、および 4:柱 のせ
ん断力、である。左側の梁危険断面における軸力の釣り

合いから、

r.=C`2+Cs2 … (lb)

ここで、ら :左側の梁危険断面における梁主筋の引張

り力である。これより下式を得る。

ち=71+ら -4 (lC)

なおここでは梁の軸力を0と した。しかし実際のRC骨

組内の梁にはひびわれの発生や主筋降伏にともなう梁部

材の伸びによって圧縮軸力 N♭ が生じる。内柱 梁接合
部の両側に圧縮軸力Ⅳ♭が生じたときの接合部入力せん

断力 ち は以下となる。

V,= T, + Tr+ Nu-V" … (ld)

図2 柱・梁接合部周りの応力状態

生し、斜めひびわれに平行なス トラツト内を圧縮力が流

れる。接合部内の柱 梁主筋に沿った付着が健全である

ときは、鉄筋からコンクリートヘの付着力の伝達が確保

されるため接合部パネル内に斜め圧縮力がほぼ均等に分

布する。これは接合部パネル内の斜めせん断ひびわれが

均一に細かく発生することから確かめられる。このとき

接合部横補強筋はトラス機構形成に役立ち、せん断抵抗

要素として機能する。ところが梁降伏先行を実現させる

場合には、地震力による繰り返し載荷によつて梁主筋に

沿った付着劣化が避けられない。そのためパネル内の斜

めストラットに圧縮力が集中することになる (図 2の網

かけ部分)。 靭性設計指針 (案)131では接合部内のせ

ん断伝達機構としてこの斜め圧縮ストラットが主である

と考え、接合部入力せん断力
ylを コンクリート圧縮強

度。,の関数として以下のように制限した。

均≦
't,=KIら

b,D′           … (2)

ここで、L:接 合部のせん断強度、
K:接合部の形状による係数で、

K=10(十字形接合部)
κ=07(卜 形およびT形接合部)

K=04(L形接合部)

φ :直交梁の有無による補正係数で、

φ=10(両狽J直交梁付き接合部)

すなわち梁の圧縮軸力によつて接合部に入力されるせん

断力は増大することを示す。拘束される梁を有する部分

骨組実験においても同様の結果が報告されている117ト

接合部周辺の応力がバネル内に伝達されることによつ

て平面接合部パネル内は 1111引 張リー 1軸圧縮の応力状

態となり、応力の増大とともに斜めせん断ひびわれが発

つ



φ=085(上記以外 )

ら :接合部のせん断強度の基準値で、

ら =1 6oB07(た」 /σ7712)

ち :接合部の有効幅、および

Dブ :柱せいまたは90度折 り曲げ主筋の水平投影長さ、

である。接合部の形状および直交梁の有無によつてせん

断強度が変化するとした。パネル コンクリー ト内を流

れる圧縮力によってせん断力が伝達されると考えたた

め、接合部横補強筋はせん断伝達に直接寄与することは

ないと見なされた。そのため接合部のせん断強度は横補

強筋量に無関係である。内柱 梁接合部および外柱 梁

接合部のせん断破壊が先行した実験結果を用いて接合部

せん断応力度とコンクリート圧縮強度との関係を図3

131に示す。図中の実線は (2)式によるものである。直交

梁のない試験体 (●印)は実線の近傍に分布しており、

接合部のせん断強度はコンクリー ト圧縮強度のほ↓鋤 7

乗に比例している。

水平 2方向地震力に対 しては、その同時性を考慮して

せん断設計を行なう。接合部せん断強度の 2軸相関曲線

を楕円として設計すれば、安全側の評価が得られるが設

計としては厳しくなる。

32梁降伏後の接合部せん断破壊の防止
既往の柱 梁接合部実験の結果によると、梁降伏が先
行する単位架構においても塑性域での繰 り返し載荷によ

ってパネル斜めせん断ひびわれの開口やコア コンク
リー トの圧縮強度の低減などによつて接合部の剛性が低

下して最終的には接合部破壊を生 じることがある。梁降

伏後に接合部破壊した内柱 梁接合部試験体の層間変位
と層せん断力との関係の一例を図4に示す。比較的大

きな変形で最大強度に達したのち、緩やかに耐力低下す

るのがその特徴であり、接合部破壊後に軸力を保持でき

なくなったという実験結果はほとんどない。履歴形状は

エネルギー吸収能の乏しい逆 S字形を描く。

このような梁降伏後の接合部せん断破壊を防止するた

めには、接合部のせん断余裕度を適切に確保することが

大切である13L靭性設計指針 (案)[31ではこのような

破壊を生じた内柱 梁接合部試験体の実験結果から、単

位架構の塑性率 けとせん断余裕度αとの関係を以下の

ように導いた。

ら (kgf/cmう

(a)内柱・梁接合部

σO(kgf/Cm2)

(D外柱・梁接合部

図3 柱・梁接合部のせん断強度131

層間部材角

図4 梁降伏後に接合部破壊した単位架構の
復元力特性
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梁主筋の抜け出し

μ=636α 2")や37■″+α88) … (3)

ここで、あ"(%):接合部横補強筋比で梁の上下端筋のあ

いだにある接合部横補強筋の総断面積を柱幅と上下端筋

間距離とで除した値、である。上式によれば接合部横補

強筋比が02%、 せん断余裕度が1程度の単位架構でも塑

性率 2程度の変形能力を有している。これは梁降伏後

の接合部せん断破壊が、圧縮軸力を受ける柱のせん断破

壊のように急激な耐力低下を伴うものではない、という

ことに起因する。 (3)式は、単位架構の変形能力を富ま

せるために接合部横補強筋量の増大が有効であることを

示している。

33接合部内を通し配筋する主筋の付着

梁降伏先行型の骨組では、柱 梁接合部内での梁主筋

の付着劣化や抜け出しが生じやすい (図 5)。 これらに

よって、以下の現象が表われる。

1)抜け出しによる付加変形によって梁部材の降伏変形

が増大する。またこれによって梁危険断面でのコンク

リー トの圧縮応力度が増大し、早期の圧壊を招く。

2)単位架構の履歴形状が痩せた逆s字形状を呈して、エ

ネルギー吸1■陛能が低下する。

上記はいずれもRC建物の地震時挙動に悪影響を与える

可能性があるため、接合部内での付着劣化はできるだけ

防止すべきである。そこで接合部内で生じ得る最大の付

着応力度τ′が以下の付着強度τンを超えないようにす

る。

L‐ 5[+Jイ 3m‐ 嘲

ここで、σ。:柱の圧縮軸応力度 (柱主筋の付着強度の

場合は0)、 σB:コ ンクリート圧縮強度 (単位 :

kgγcrn2)でぁる。存在付着応力度の最大値τ′は梁主筋

の危険断面の一端で引張り上限強度。)ン、他端で圧縮上

限強度■σソ
“
(γ :複筋比で1以下―上端 下端の主筋量

の違いを考慮するため)の ときであるとすると、

ち=早 ≒
空      … 0

ここで、D:柱せい、′bi梁主筋径、である。結局、設

計においては、

[il 
τ′=勝

図5 接合部内の付着応力度と主筋の抜け出し

_■麦れ _

τ
′
≦τ

“

を満たすようにすればよい。

(4)式は主筋 1本についての実験結果から導かれたも

の161である。ただしこれを用いるとコンクリート強度

360 kg″ cm2程度以下ではD′ ら 力激 しく制限されて、実

用的か範囲を超える。そこで骨組の地震応答へ悪影響を

与えない範囲で、これを緩和してよい。ただしD′ ち が

以下を満たすことを確認する。

¨
(6)

¨
(7)

告
≦
ギ

ここで弾性固有周期が04秒未満の建物ではμ,=36、

04秒以上の建物ではμt=50である。また応力度の単位

はな〃εれ
2で
ぁる。 (7)式 を導くにあたつて、骨組を 1

質点系に縮約した場合の非線形地震応答を、建物の固有

周期、復元力特性の履歴形状 (紡錘形、逆s字形)お よ

び地震動を変数とした解析から求めた。その結果と、既

往の柱 梁接合部単位架構の実験より得られた復元力特

性の大り具合と梁主筋付着性状との関係を結びつけるこ

とによって(7)式が提案された。

会
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ここで、F:折 り曲げ内法半径、σッ:鉄筋の降伏強度、

である。3)については定着投影長さを柱せいの2/3以上

とすることによって回避できるとした (図 6参照)。 上

記1)を防止するためには、危険断面での引張り応力度が

定着強度■を下回ることを確認する。

■=8"た。た,■ 2■`034(たgF/c″
2) … (9)

ここで、れ、た,、 た′、た,はそれぞれ側面かぶり厚さ、折

り曲げ位置、定着投影長さおよび横補強筋の効果を評価

する係数であり、下式による。

34折り曲げ主筋の定着強度
外柱 梁接合部では梁主筋を接合部内に折り曲げて定
着することが多い。そのときの定着破壊として、

1)折 り曲げ部側面のコンクリートが割裂する場合、

助折り曲げ部内側のコンクリートの局部圧壊による主

筋の抜け出し、

3)折 り曲げ部内側のコンクリートがひと塊となってか

き出されて耐力を失う場合、

などが指摘されている。このうち2)については主筋の折

り曲げ内法半径をある程度以上とすることによつて防止

できるとした。すなわち、

なお、接合部内の斜め圧縮ストラットを有効に形成さ

せて接合部のせん断'l■能を高める観点から、上端筋 下

端筋ともに接合部内に折 り曲げて (図 6参照)、 折 り曲

げ部のコンクリート支圧力をパネル内の斜め圧縮ス トラ

ットを介して柱 梁端部に伝達させることが望ましい。

35接合部の横補強筋

今まで述べたように、接合部の横補強筋はせん断抵抗

要素としては期待できない。しかし接合部のコア コン

クリートの拘束には寄与するため、斜めひびわれの開□

によるコンクリート圧縮強度の低減度合いと比べて拘束

作用による圧縮強度の増大の方が大きければ、接合部の

せん断強度の増大に問接的に貢献できる118ヽ また単位

架構の靭性能の向上にも役立つため、接合部横補強筋が

重要であることに異論はない。本会の靭性指針 (案)で

は03%以上配筋することを要求する。

4 柱・梁接合部に関する問題点と課題

柱 梁接合部の地震時挙動や耐震設計について、議論

のある問題や解決すべき課題を以下に列挙し、さらなる

研究の発展を期待する。

41柱・梁接合部の破壊形式
鉄筋コンクリート柱・梁接合部の破壊は、パネル内

に形成される斜め圧縮ス トラット コンクリートの圧

壊によって引き起こされるせん断圧縮破壊であると従

来は考えられてきた。接合部内の主筋に沿った付着性

状は繰 り返し載荷によって早期に劣化して、パネル内

折り曲げ

内法半径 r

亀却4+7釦Ю

ち=%+や釧Ю

ち=略+批釧Ю

t="+7釧Ю

(10)

¨

(11)

― (12)

(13)
下端筋

由rf■ゲ

長

ち
上

余

１０
以

ここで、あ i定着筋の直径、CO:定着筋の中′し、までの

側面かぶり厚さ、′れ :定着投影長さ、プ:梁危険断面の

応力中心問距離、および′,:定着部に配される横補強

筋径、である。同式によれば、側面かぶり厚さが大きい

ほど、梁主筋の定着部分が梁危険断面から離れて設置さ

れているほど、あるいは定着部近傍にある接合部横補強

筋の径が大きいほど、定着強度増大に有効である。

6

図6 外柱・梁接合部における梁主筋の定着
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図7 内柱・梁接合部の変形機構
(塩原ら)岡

に形成されたトラス機構が消失するため接合部内横補

強筋はパネルのせん断強度にほとんど寄与しないと説

明された。これに基づいて終局強度型設計指針111で

は、接合部入力せん断力を制限することによって接合

部の破壊を防止できるとした。これに対して塩原 岸
り1171は 、柱 梁接合部も柱や梁部材と同様にせん断力
に抵抗するとともに曲げモーメントにも抵抗する必要

があり、今まで接合部のせん断破壊と言われてきたも

のの大部分は曲げモーメント抵抗機構の劣化によるも

の、との見解を発表し、曲げに対する抵抗機構をモデ

ル化した (図 7)。 接合部パネルが 4つ に分割され、上

柱、下柱、右梁および左梁が剛体のように回転する。

層せん断力の低下は、接合部内での梁主筋の付着劣化

により梁危険断面でのコンクリー ト圧縮力が増大して

応力中心間距離が低下する (図 8参照)こ とに起因する

と主張した181。 また内柱 梁接合部試験体の実験結果
から、接合部破壊が生 じて層せん断力が低下しても、

接合部に入力されるせん断力は増大し続けることが多

いことを指摘した。

塩原らの破壊モデルは実験結果と符合する事象も多

いため、破壊現象をうまく再現できていると考えられ

る。すなわち柱 梁接合部の曲げ破壊は存在すること
になる。しかしながら柱 梁接合部にせん断強度が存
在することもまた、真理であると考える。柱 梁接合
部のせん断強度については、接合部コアの斜め圧縮ス

トラットが圧壊するためという従来の考え方で説明可

能と思われる (森田 北山ら191)。
以上のように接合部の破壊について活発な討論が行

なわれている。今後は接合部の破壊機構について実験

ta>■b
(a) good bond {b) poor bond

図8 梁危険断面の応力中心間距離の変化
(塩原ら)181

艦合部

図9偏心接合部のねじれ

や有限要素解析 (柏崎 野口(101)な どによる詳細な検

証が望まれる。また、RC建物の柱 梁接合部の耐震設

計において防止すべき破壊性状は如何なるものである

か、例えば柱軸力を保持できない状態、あるいは接合

部のせん断変形がある程度以上に増大する状態、など

を明確にすべきである。

42柱芯と梁芯とが偏心している接合部の強度

柱 梁接合部において柱芯と梁芯とがずれている場

合、ねじれ力の発生 (図 9参照)に よつて柱 梁接合部

の表面と裏面とで入力せん断力の大きさが異なる。実

際、兵庫県南部地震でも接合部パネルの損傷の偏在が

見られた。柱芯と梁芯とが偏心することによつてせん

断力に抵抗できる接合部有効断面積が減少することも

予想される。しかしこのねじれの影響については研究

資料に乏しく、定量的な評価が十分になされていない

―

↓

ｎ
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　↑̈

ねじれモーメント
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(広沢の検討例1111)。

432方 向水平力を受ける接合部の強度
2方向水平力を受ける接合部の二軸せん断強度の評

価は、それぞれの方向の一軸せん断強度を結ぶ円また

は楕円の二軸相関曲線を仮定する方法が一般的である

が、接合部の 2方向加力実験で接合部のせん断破壊が

先行した実験資料は少なく、接合部の二軸せん断抵抗

機構は十分に解明されたとは言い難い。立体柱 梁接
合部試験体に2方向載荷 したときの各方向の接合部せ

ん断応力度をコンクリー ト圧縮強度σBで基準化して図

loに示す。接合部せん断抵抗断面積は靭性保証型耐震

設計指針 (案 )131に従つて求め、接合部入力せん断カ

は梁危険断面でのモーメントを応力中′t、間距離 (一定

と仮定)で除すことにより梁主筋引張り力を算出して

求めた。△印は梁降伏後の接合部破壊を、○印は梁曲

げ破壊をそれぞれ表わし、白抜きは内柱 梁接合部試
験体、黒塗りは外柱 梁接合部の実験結果である。内

柱 梁接合部では、接合部せん断強度を03σ。とした矩
形のクl・ lこ△印があることから、入力せん断応力度の制

限値を03 σβとした場合、各方向独立に設計しても安全

であると判断できる。これに対して外柱 梁接合部で

は、接合部の破・
42曲面を018σ∂ (外柱 梁接合部方

向)と 03o。 (内柱 梁接合部方向)と の矩形とする
と、▲印が破線で示した楕円の近傍にあるため、危険

側の評価となる。

2方向水平力を受ける接合部の強度は 1軸の場合よ

りも増大することが既往の実験研究で指摘されてい

る。塩原らによる接合部曲げ破壊説によってこの理由

を説明できれば、接合部破壊についての理解がより深

まるものと期待される。

44大 きく変動する軸力を受ける接合部の強度
外柱には、接続する梁せん断力の向きの変化によっ

て変動軸力が作用するが、鉛直地動加速度が大きい場

合には内柱にも軸力変動が生じると予想される。実

際、RC骨組を用いた解析研究によれば鉛直地震動が大

きい場合には内柱に外柱と同等以上の変動軸力が作用

するとの指摘もある (楠 112〕 )。 このように鉛直地震動

の影響を考慮すれば、柱 梁接合部にも引張りから圧
縮まで大きく変動する軸力が作用することになるが、

引張 り軸力や変動軸力の影響については実験的にほと

んど検討されていない (森田 Jヒ山ら191)。

▲

●

梁降伏後の接合部破壊

梁曲げ破壊

白抜き :内柱 梁接合部
黒塗り :外柱 梁接合部
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図10 2方向加力時の各方向の接合部基準化
せん断応力度

45横補強筋量の合理的な決定法
靭性保証型耐震設計指針 (案)131では横補強筋の機

能として接合部コア コンクリートの拘束効果が重要
であることを述べ、接合部劣化型架構の変形性能改善

への横補強筋の効果を指摘 しているが、最小量として

規定した03%に明確な根拠がある訳ではない。要求す

べき拘束性能を明確にするとともに、それを達成する

ために必要な横補強筋量を算定する論理を構築しなけ

ればならない。拘束によってコンクリートの圧縮強度

は変化することから、柱 梁接合部の強度との関係も

無視することはできない。また、塩原は接合部内の横

補強筋は接合部強度にはほとんど寄与しないが、接合

部の破壊モードには大いに関与することを破壊モデル

に基づく数値解析から指摘 しており注目される119〕。

46通 し筋の抜け出し量の算定

梁降伏先行型の骨組であれば梁部材の降伏変形を定

量化することが重要である。その際に梁主筋あるいは

Pc鋼材の抜け出しによる付加回転を適切に評価すべき

ことが多くの研究によって指摘されている。主筋の抜

け出し量を求める方法はいくつか提案されているが、

変形状態を表現するモデルを作成することが難しいこ

ともあって、簡単にかつ精度よく求める算定法は未だ

ないのが実情である。

じ



47柱・梁接合部の耐震補強法の確立

兵庫県南部地震においてRC柱 梁接合部の損傷が散

見されたことから、今後は柱 梁接合部についても耐

震診断を実施することが必要であろう。柱 梁接合部
の検討を既存の耐震診跛 201に組み込む方法が広沢によ

って提案されたFl。

しかしそれによって危険と判断された場合の耐震補

強方法については、ほとんど検討されていない。補修

補強工法として、1)エポキシ樹脂の注入補修、2)水平

ハンチの増設による接合部体積の増大化、3)鋼板など

によるJackcting l131、 などが考えられる。エポキシ樹脂

の低圧注入による柱 梁接合部の補修実験は行なわれ
ているが、耐震補強についての実験研究はほとんどな

い。鋼板による巻き立て補強は主に高速道路や鉄道の

高架橋を対象としたもので、側柱・梁接合部や隅柱・

梁接合部では実施が比較的容易でありその効果も期待

できるが、建物の内柱 梁接合部のように 6面すべて

に柱 梁部材が貫入するような場合には困難であろ

う。

48せん断応力度―せん断変形角関係の評価法
接合部パネルのせん断応力度―せん断変形角関係に

ついては種々のモデルが提案されている。しかし、斜

めひびわれ発生後の剛性低下、柱 梁部材降伏後の接

合部せん断変形角の進展具合、繰り返し載荷を受ける

ときの履歴ルールなどについてさらに検討を加える必

要がある。また接合部せん断破壊と判定するためのせ

ん断変形角の臨界値についても諸説があり (08%を超

えると接合部の損傷が急激に進行する1141、 035%の と

きにせん断圧縮破壊が発生し1%で終局せん断強度に到

達する1151な ど)、 臨界値の存在の有無も含めて今後議

論されるべきである。

5  おわりに

靭性に依存した終局強度設計法の採用によって柱 梁

接合部カミC骨組内の弱点となる可能性が高まり、その

力学特性や地震時挙動が内外で積極的に研究されてき

た。兵庫県南部地震において柱 梁接合部のせん断破壊
が日本でははじめて注目され、接合部破壊が建物全体の

耐震性能に与える影響も議論されるようになった。本論

では柱 梁接合部の地震被害について簡単にまとめた。

また柱 梁接合部の力学挙動および耐震設計について述
べたが、これらについては経験的に得られた知識も多い

ため、合理的な力学モデルに基づく論理的な把握が望ま

れる。柱 梁接合部という非常に小さな領域に曲げモー

メント、せん断力および軸力が作用し、さらにひびわれ

の開閉と通し主筋の定着力の変化とが関係するため、柱

・梁接合部の挙動および破壊を統一的に理解することは

難しい。しかし骨組に良好な耐震性能を賦与するために

は、このような試みに基づいた合理的な設計法の提案が

必要であり、現在多くの研究者 設計者が模索中である

(例えば塩原11釧 )。 これと同時に、理論を裏づけるた

めの実験的検証も重要である。
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